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は じ め に 

 

 

 下水道は、市民が快適で衛生的な生活を営む上で、欠くことのできない公共施設で

あり、生活環境の改善と、海や河川といった公共用水域の水質保全を目的としている。

また、瀬戸内市が第 3次総合計画において将来像とする“人と自然が織りなす しあ

わせ実感都市 瀬戸内”の実現のためにも必要不可欠なものであるため、将来にわた

ってその経営を継続し、安定的な下水道サービスを提供しなければならない。 

 しかし、下水道の整備には相当の年月と多額の費用を必要とする。特定環境保全公

共下水道事業においては現在も管渠整備の途上であり、下水道普及率についても令和

5年度末で 44.1％と、岡山県内だけでなく、全国的にも低水準にとどまっている状況

であり、投下資本の回収に相当の期間を要するため、一般会計からの多額の繰り入れ

に依存した経営となっている。 

下水道事業は、平成 28 年度より地方公営企業法の一部適用による企業会計に移行

し、その経営状態がより明確に把握できるようになっており、効率的な事業経営と、

一般会計からの繰り入れに依存しない財政基盤の確立がより一層求められる。本来、

地方公営企業である下水道事業は、使用料収入による独立採算が求められており、下

水道使用者に使用実態に応じた使用料負担を求めることで収支のバランスを図る必

要がある。しかし、施設老朽化に伴う改築更新需要の増大などコストが増大する半面、

既下水道整備地域における、少子高齢化による人口減少に伴う処理水量の減少が見込

まれ、下水道事業を支える使用料収入の大幅な増加が見込まれない状況となっている。 

 本審議会では、厳しさを増す財政状況を踏まえ、下水道事業の経営を持続可能で安

定的に維持していくため、令和 5 年 12 月 22 日に瀬戸内市長より「下水道事業の運

営について」の諮問を受け、慎重に審議を重ね、ここに一定の結論を得たので、次の

ように答申する。 
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 下水道使用料・農業集落排水施設使用料及び漁業集落排水施設使用料について、受

益者分担金について、今後の下水道整備計画についての基本決定事項を以下のとおり

定める。 

 

１ 下水道使用料・農業集落排水施設使用料及び漁業集落排水施設使用料について 

（１）使用料算定期間 

令和 7年 4月から令和 12年 3月までの 5年間とする。 

下水道使用料は日常生活に密着したものであり、できるだけ安定性を保つこと

が望まれる反面、あまりに長期間にわたって期間を算定することは経済の変動に

よる予測の確実性を失うことになる。このことから、使用料算定期間は 5年間と

する。 

（２）使用料対象経費 

維持管理費の一部とする。 

使用料対象経費は、汚水に係る維持管理費及び資本費の全額を対象とすべきで

あるが、本市では下水道整備の途上にあり、全てを対象とすることは使用者への

著しい負担増となるため使用料対象経費は、維持管理費の一部とする。 

（３）使用料 

本答申による算定期間中は現行の使用料体系を維持する。 

接続率が伸び悩む中、使用料改定が接続率の向上の足枷になる恐れがあること

から、現行の使用料体系を維持し、接続率の向上による使用料収入の増加を図る

ものとする。 

    

２ 受益者分担金について 

受益者分担金については、既負担者との均衡から、現行の分担金で賦課するも

のとする。 

 

３ 今後の下水道整備計画について 

今後の下水道整備計画については、令和 8年度以降国からの補助について不透

明であることから、経済効率と地域性を考慮し、瀬戸内市下水道ビジョンに基づ

き下水道整備計画の変更を行うこと。 

また、瀬戸内市下水道ビジョンに基づく下水道整備計画の変更は、下水道の整

備面積を縮小することから、市民からの要望を十分に検討し、真に下水道整備が

必要な地域を選定し、下水道整備計画の変更を行うこと。 
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付帯意見 

（１）  下水道使用料では、維持管理費の一部しか賄えておらず、使用料算定期間

における一般会計からの繰入金が瀬戸内市下水道ビジョンの財政計画と同

程度確保されていることを前提として、現行の使用料体系を維持している。  

このように下水道事業の恩恵を受けていない市民からの税金が投入され

ていることから税負担が不均衡となっており、一般会計からの繰入金に依存

しないための財源確保が最大の課題である。 

このため、下水道事業の運営にあたっては、維持管理の効率化や建設コス

トの縮減を図り、経費の抑制に努めること。また、収入財源の確保に一層努

め、使用料収入の確保に向けて接続率の向上を図るため、引き続き可能な限

りの施策を行うよう努められたい。 

 

（２） 受益者分担金について、現行の受益者分担金は、計画当初の総事業費を基に

算出されているため、下水道整備計画の変更を行った際は、変更後の総事業費

を算出し、現行の分担金額と比較検討を行うこと。 

 

（３） 下水道の整備については、限られた財源の中で最大の効果が得られるよう市

民の要望に耳を傾けつつ、効果的かつ効率的な管渠整備及び現有施設の有効活

用に努められたい。また、利用できる国庫補助事業を積極的に活用し、市の財

政負担を抑制するよう努められたい。 
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お わ り に 

 

 

 下水道事業は、重要な社会資本という公共的側面を有する一方、公営企業として受

益者からの分担金と使用料によって賄われる事業であり、効率的な経営によって住民

に寄与すべきことから、可能な限り公共と福祉のバランスに配慮して経済性を追求す

べき事業である。 

 本市においても、その運営にあたっては、民間委託・電算化・施設の統廃合・建設

コストの縮減等が図られているが、今後とも歳出を削減し事業の合理化に努め住民負

担を極力軽減するために可能な限りコストの節減を図る必要がある。 

 他の自治体の状況・接続率の状況等、様々な観点から検討した結果、今回使用料は

現状維持とし、接続率の向上による使用料収入の確保と維持管理コストの節減を優先

することとしたが、今後の一般会計からの繰入金が瀬戸内市下水道ビジョンの財政計

画と同程度確保されていることを前提としており、一般会計からの繰入金に依存した

経営状況のため決して楽観できるものではない。したがって使用料対象経費を含め、

下水道の整備状況、社会及び経済情勢の動向を踏まえながら、本答申における使用料

算定期間中においても可能な限りの見直しについて検討していく必要があると考え

る。 

 また、受益者分担金についても現状維持としたが、下水道整備計画の変更を行った

際は、変更後の総事業費を算出し、現行の分担金額と比較検討を行う必要があると考

える。 

 最後に、本審議会の答申の趣旨を十分理解し、今後の下水道事業の運営にあたられ

たい。 
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 開催年月日 審 議 の 内 容 

第 1回 R5.12.22 瀬戸内市下水道事業の概要説明 

① これまでの下水道事業 

② 下水道事業の概要 

③ 下水道事業の現状と課題 

④ 今後の検討 

 

第 2回 R6.3.19 諮問内容の審議 

①下水道等の使用料について 

②受益者分担金について 

③下水道整備計画について 

 

第 3回 R6.7.16 諮問内容の審議 

①下水道使用料について 

②答申書（案）について 

 

第 4回 R6.10.7 答申書（案）の協議 

① 答申書（案）について 


